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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

2020年度
第３四半期
連結累計期間

2021年度
第３四半期
連結累計期間

2020年度

(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

経常収益 百万円 31,938 31,584 43,045

経常利益 百万円 6,073 7,518 8,683

親会社株主に帰属する四半期
純利益

百万円 4,175 4,884 ―

親会社株主に帰属する当期
純利益

百万円 ― ― 5,447

四半期包括利益 百万円 28,510 △3,521 ―

包括利益 百万円 ― ― 29,942

純資産額 百万円 153,554 149,210 154,897

総資産額 百万円 2,589,498 2,726,989 2,767,080

１株当たり四半期純利益 円 106.71 125.04 ―

１株当たり当期純利益 円 ― ― 139.27

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 99.43 ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 5.87 5.46 5.54

2020年度
第３四半期
連結会計期間

2021年度
第３四半期
連結会計期間

(自 2020年10月１日
至 2020年12月31日)

(自 2021年10月１日
至 2021年12月31日)

１株当たり四半期純利益 円 40.32 40.42

(注)１. 2020年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び2021年度第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末非支配株主持分)を(四半期)期末資産の部の合

計で除して算出しております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な

変更及び新たに発生した事業等のリスクはありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ(当行及び連

結子会社)が判断したものであります。

財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染症の影響から、経済活動の足踏み

が続いており依然として厳しい状況が続いております。

当行が営業基盤とする愛媛県内の経済情勢も新型コロナウイルス感染症の影響により一部に弱い動きがみられる

ものの、個人消費を中心に緩やかに持ち直しの兆しもみられます。

このような状況にあって当行グループは、1915年の創業以来、「思いやり」と「助け合い」の「無尽」「相互扶

助」の精神に基づき、幅広い金融サービスを提供しながら地域とともに力強く発展してまいりました。

経常収益は前年同期比３億54百万円減少の315億84百万円、経常利益は同比14億45百万円増加の75億18百万円、

親会社株主に帰属する四半期純利益は同比７億８百万円増加の48億84百万円となりました。

また、財務面においては総資産２兆7,269億円(前連結会計年度末比400億円減少)、純資産1,492億円(同比56億円

減少)となりました。

預金等残高(譲渡性預金含む)は2兆4,064億円と前連結会計年度末から766億円減少しましたが、個人預金は前連

結会計年度末比541億円増加し１兆4,560億円となりました。貸出金残高は、１兆8,061億円と前連結会計年度末比

432億円増加しました。

また、報告セグメント情報のうち銀行業の経常収益は、前年同期比１億72百万円増加して287億99百万円となり、

セグメント利益は同比15億20百万円増加し70億22百万円となりました。

リース業、その他につきましては前年同期とほぼ同様の結果となりました。

今後も地域価値共創型広域プラットフォーム銀行として、お客様に寄り添いながら、新連携による金融プラス１

戦略の広域展開等により、当行独自のプラットフォームを形成し、西瀬戸地域を中心とした地域経済活動の活性化

に向け、地域価値共創の実現を目指します。
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国内・国際業務部門別収支

(経営成績説明)

当第３四半期連結累計期間の資金運用収益は、貸出金利は低下したものの、有価証券運用強化と多様化を図ったこ

とにより243億87百万円と、前第３四半期連結累計期間比３億32百万円増加しました。資金調達費用については、外

貨調達コストの低下等により前第３四半期連結累計期間比６億75百万円減少し、10億58百万円となりました。この結

果、資金運用収支は233億29百万円と前第３四半期連結累計期間比10億８百万円の増加となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 18,286 4,034 － 22,320

当第３四半期連結累計期間 18,351 4,977 － 23,329

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 18,904 5,292 142 24,055

当第３四半期連結累計期間 18,883 5,651 146 24,387

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 617 1,258 142 1,734

当第３四半期連結累計期間 531 673 146 1,058

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 △399 △63 － △462

当第３四半期連結累計期間 185 △82 － 102

うち役務取引等
収益

前第３四半期連結累計期間 3,514 48 － 3,562

当第３四半期連結累計期間 4,011 59 － 4,070

うち役務取引等
費用

前第３四半期連結累計期間 3,913 111 － 4,024

当第３四半期連結累計期間 3,825 141 － 3,967

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 2,791 △269 － 2,522

当第３四半期連結累計期間 2,388 1 － 2,390

うちその他業務
収益

前第３四半期連結累計期間 2,853 34 － 2,888

当第３四半期連結累計期間 2,488 1 － 2,490

うちその他業務
費用

前第３四半期連結累計期間 62 303 － 365

当第３四半期連結累計期間 100 － － 100

(注) １ 「国内業務部門」は、当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び子会社の外貨建取引であり

ます。

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２ 「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

(経営成績説明)

役務取引等収益合計は、投資信託等の役務手数料増強に向けた取組みを強化したことで、前第３四半期連結累計

期間比５億８百万円増加し、40億70百万円となりました。役務取引等費用は、支払手数料等の減少により前第３四

半期連結累計期間比57百万円減少し39億67百万円となったことから、役務取引等収支は１億２百万円と前第３四半

期連結累計期間比５億65百万円増加しました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 3,514 48 － 3,562

当第３四半期連結累計期間 4,011 59 － 4,070

うち預金・貸出
業務

前第３四半期連結累計期間 1,275 － － 1,275

当第３四半期連結累計期間 1,605 － － 1,605

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 800 48 － 848

当第３四半期連結累計期間 719 59 － 779

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 471 － － 471

当第３四半期連結累計期間 667 － － 667

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 636 － － 636

当第３四半期連結累計期間 659 － － 659

うち保護預り・
貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 32 － － 32

当第３四半期連結累計期間 23 － － 23

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 60 － － 60

当第３四半期連結累計期間 75 － － 75

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 3,913 111 － 4,024

当第３四半期連結累計期間 3,825 141 － 3,967

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 154 111 － 265

当第３四半期連結累計期間 125 141 － 267

(注) 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引であり

ます。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 2,038,125 93,152 － 2,131,278

当第３四半期連結会計期間 2,091,407 101,275 － 2,192,682

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,124,217 － － 1,124,217

当第３四半期連結会計期間 1,208,488 － － 1,208,488

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 910,194 － － 910,194

当第３四半期連結会計期間 879,018 － － 879,018

うちその他
前第３四半期連結会計期間 3,713 93,152 － 96,865

当第３四半期連結会計期間 3,899 101,275 － 105,174

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 187,219 － － 187,219

当第３四半期連結会計期間 213,736 － － 213,736

総合計
前第３四半期連結会計期間 2,225,345 93,152 － 2,318,497

当第３四半期連結会計期間 2,305,143 101,275 － 2,406,419

(注) １ 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引であ

ります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内
(除く特別国際金融取引勘定分)

1,737,197 100.00 1,806,109 100.00

製造業 129,451 7.45 127,398 7.05

農業、林業 1,727 0.10 1,498 0.08

漁業 4,644 0.27 4,410 0.24

鉱業、採石業、砂利採取業 132 0.01 108 0.01

建設業 55,785 3.21 59,881 3.32

電気・ガス・熱供給・水道業 11,296 0.65 12,137 0.67

情報通信業 4,648 0.27 5,497 0.31

運輸業、郵便業 192,001 11.05 212,564 11.77

卸売業、小売業 94,403 5.43 94,001 5.20

金融業、保険業 63,793 3.67 72,361 4.01

不動産業、物品賃貸業 136,784 7.87 129,017 7.14

各種サービス業 187,389 10.79 188,434 10.43

地方公共団体 145,541 8.38 149,640 8.29

その他 709,597 40.85 749,157 41.48

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

金融機関 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 1,737,197 ― 1,806,109 ―

(注) １ 「国内」とは、当行及び子会社で特別国際金融取引勘定分を除いたものであります。

２ 当行には海外店及び海外に子会社を有する子会社はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　
② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 39,426,777 39,426,777
東京証券取引所
(市場第１部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当行における標準とな
る株式。
単元株式数は、100株

計 39,426,777 39,426,777 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
　
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

　2021年10月１日～
2021年12月31日

― 39,426 ― 21,367 ― 15,502

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、2021年12月31日現在の株主名簿が作成されて

いないため、記載することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載を

行っています。

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当行にお
ける標準となる株式

142,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

391,649 同上
39,164,900

単元未満株式
普通株式

― 同上
119,777

発行済株式総数 39,426,777 ― ―

総株主の議決権 ― 391,649 ―

(注) １ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権2

個）、「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当行株式

213,800株（議決権2,138個）が含まれております。なお、当該議決権2,138個は議決権不行使となっておりま

す。

２ 単元未満株式には当行所有の自己株式81株が含まれております。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱愛媛銀行

愛媛県松山市勝山町
２丁目１番地

142,100 ― 142,100 0.36

計 ― 142,100 ― 142,100 0.36

　(注）「株式給付信託（BBT）」制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当行株式

213,800株は上記自己株式に含まれておりません。

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

２ 当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自2021年10月１日 至

2021年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自2021年４月１日 至2021年12月31日)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

現金預け金 286,273 192,152

コールローン及び買入手形 2,214 3,450

買入金銭債権 38,778 37,808

商品有価証券 206 121

有価証券 605,425 617,190

貸出金 ※1 1,762,863 ※1 1,806,109

外国為替 5,731 5,157

リース債権及びリース投資資産 6,478 6,473

その他資産 32,620 30,718

有形固定資産 29,642 29,697

無形固定資産 1,711 2,157

繰延税金資産 170 153

支払承諾見返 9,419 10,224

貸倒引当金 △14,455 △14,426

資産の部合計 2,767,080 2,726,989

負債の部

預金 2,164,907 2,192,682

譲渡性預金 318,115 213,736

コールマネー及び売渡手形 4,428 1,150

債券貸借取引受入担保金 1,140 1,176

借用金 73,730 131,181

外国為替 96 59

その他負債 24,475 15,060

役員賞与引当金 45 －

退職給付に係る負債 1,196 1,207

役員退職慰労引当金 10 10

株式報酬引当金 177 166

利息返還損失引当金 20 20

睡眠預金払戻損失引当金 163 163

繰延税金負債 10,923 7,629

再評価に係る繰延税金負債 3,332 3,310

支払承諾 9,419 10,224

負債の部合計 2,612,182 2,577,778

純資産の部

資本金 21,367 21,367

資本剰余金 15,502 15,816

利益剰余金 77,760 81,372

自己株式 △557 △516

株主資本合計 114,072 118,040

その他有価証券評価差額金 32,842 24,423

土地再評価差額金 6,636 6,593

退職給付に係る調整累計額 △50 △42

その他の包括利益累計額合計 39,428 30,974

非支配株主持分 1,396 195

純資産の部合計 154,897 149,210

負債及び純資産の部合計 2,767,080 2,726,989
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

経常収益 31,938 31,584

資金運用収益 24,055 24,387

（うち貸出金利息） 17,824 17,465

（うち有価証券利息配当金） 4,844 5,691

役務取引等収益 3,562 4,070

その他業務収益 2,888 2,490

その他経常収益 ※1 1,433 ※1 635

経常費用 25,865 24,065

資金調達費用 1,734 1,058

（うち預金利息） 655 527

役務取引等費用 4,024 3,967

その他業務費用 365 100

営業経費 18,504 18,166

その他経常費用 ※2 1,235 ※2 772

経常利益 6,073 7,518

特別利益 0 24

固定資産処分益 0 24

特別損失 94 224

固定資産処分損 46 33

減損損失 47 190

税金等調整前四半期純利益 5,978 7,318

法人税、住民税及び事業税 2,070 2,022

法人税等調整額 △338 406

法人税等合計 1,731 2,428

四半期純利益 4,247 4,889

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,175 4,884

非支配株主に帰属する四半期純利益 72 5

その他の包括利益 24,262 △8,411

その他有価証券評価差額金 24,259 △8,419

退職給付に係る調整額 3 7

四半期包括利益 28,510 △3,521

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 28,340 △3,527

非支配株主に係る四半期包括利益 169 5
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、役務取引等収益の一部について、従来受領時に一時点で収益を認識しておりましたが、財又はサー

ビスが提供された時に収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、

すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期

間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における影響は軽微です。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより、その他有価証券のうち時

価のある株式、受益証券については原則として連結決算期末１カ月の市場価格等の平均に基づいた時価により評価

しておりましたが、第１四半期連結会計期間末より各四半期連結会計期間末日の市場価格等により評価しておりま

す。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りの仮定につきましては、前連結会計年度の有価証券

報告書の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定に記載した内容から重要な変更はありません。

（株式給付信託（BBT））

当行は、取締役（社外取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）に対する株式報酬制度「株式給付信託

(BBT)」（以下「本制度」という。）を導入しております。本制度は、対象取締役の報酬と当行の株式価値との連

動性をより明確にすることで、対象取締役の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めるこ

とを目的としています。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号平成27年３月26日）に準じています。

①取引の概要

　本制度に基づき設定される信託が当行の拠出する金銭を原資として当行株式を取得します。当該信託は、当行

株式及び当行株式の時価相当の金銭を、当行の定める役員株式給付規程に従って、対象取締役に対して給付しま
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す。当該給付の時期は、原則として対象取締役の退任時となります。

②信託に残存する自行の株式

　信託に残存する自行株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しています。当該自己株式の株式数及び帳簿価額は、前連結会計年度末246,800株、309百万円、当第3

四半期連結累計期間末213,800株、268百万円です。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。
　

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

破綻先債権額 569百万円 290百万円

延滞債権額 28,182百万円 30,487百万円

３ヵ月以上延滞債権額 －百万円 －百万円

貸出条件緩和債権額 6,841百万円 4,553百万円

合計額 35,593百万円 35,331百万円
　

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。
　

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

貸倒引当金戻入益 87百万円 －百万円

償却債権取立益 0百万円 0百万円

株式等売却益 816百万円 146百万円

　

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。
　

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

貸出金償却 636百万円 133百万円

貸倒引当金繰入額 －百万円 318百万円

株式等売却損 1百万円 0百万円

株式等償却 402百万円 97百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

減価償却費 1,024百万円 1,220百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１ 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 589 15.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

2020年11月27日
取締役会

普通株式 589 15.00 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金

（注）１．2020年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）制度に係る信託財産とし

て株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当行株式に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。

２．2020年11月27日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）制度に係る信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当行株式に対する配当金２百万円が含まれております。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

　 末日後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１ 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 589 15.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月26日
取締役会

普通株式 589 15.00 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

（注）１．2021年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）制度に係る信託財産とし

て株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当行株式に対する配当金３百万円が含まれておりま

す。

２．2021年11月26日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）制度に係る信託財産として株

式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当行株式に対する配当金３百万円が含まれております。

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

　 末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益 28,332 2,913 31,246 692 31,938 － 31,938

セグメント間の内部経常収益 294 255 549 874 1,424 △1,424 －

計 28,627 3,169 31,796 1,566 33,363 △1,424 31,938

セグメント利益 5,501 222 5,724 365 6,090 △16 6,073

(注) １．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンピュータシステム管理・

運営業務及びクレジットカード業務等を含んでおります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っており、また、セグメント利益の調整額

△16百万円は、セグメント間の取引消去であります。
　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

銀行業セグメントにおける当該減損損失の額は、当第３四半期連結累計期間においては、47百万円でありま

す。

　

当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

役務取引等収益 2,836 － 2,836 258 3,094 － 3,094

預金・貸出業務 1,605 － 1,605 － 1,605 － 1,605

為替業務 779 － 779 － 779 － 779

証券関連業務 － － － － － － －

代理業務 427 － 427 － 427 － 427

その他 23 － 23 258 282 － 282

顧客との契約から生じる経常収益 2,836 － 2,836 258 3,094 － 3,094

上記以外の経常収益 25,640 2,423 28,064 425 28,489 － 28,489

外部顧客に対する経常収益 28,476 2,423 30,900 683 31,584 － 31,584

セグメント間の内部経常収益 322 252 575 909 1,485 △1,485 －

計 28,799 2,676 31,475 1,593 33,069 △1,485 31,584

セグメント利益 7,022 65 7,087 454 7,542 △24 7,518

(注) １．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。
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２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンピュータシステム管理・

運営業務及びクレジットカード業務等を含んでおります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っており、また、セグメント利益の調整額

△24百万円は、セグメント間の取引消去であります。
　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

銀行業セグメントにおける当該減損損失の額は、当第３四半期連結累計期間においては、190百万円でありま

す。

３ 報告セグメントの変更等に関する事項

「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識会計基準」等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。これによる影響は軽微です。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れるものはありません。

(有価証券関係)

※１ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。

※２ 四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。

１ 満期保有目的の債券

前連結会計年度(2021年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 14,705 14,623 △81

その他 － － －

合計 14,705 14,623 △81

(注) 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

当第３四半期連結会計期間(2021年12月31日)

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

国債 － － －

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 16,413 16,315 △97

その他 － － －

合計 16,413 16,315 △97

(注) 時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。
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２ その他有価証券

前連結会計年度(2021年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 19,637 62,849 43,212

債券 187,084 187,838 753

国債 57,426 56,701 △725

地方債 103,349 103,895 546

短期社債 － － －

社債 26,308 27,241 932

その他 332,299 335,219 2,919

合計 539,021 585,907 46,885

当第３四半期連結会計期間(2021年12月31日)

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 21,433 54,292 32,858

債券 195,148 196,875 1,726

国債 57,395 57,469 74

地方債 112,746 113,552 806

短期社債 － － －

社債 25,007 25,853 846

その他 343,138 343,370 232

合計 559,720 594,538 34,817

(注) その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表

計上額(連結貸借対照表計上額)とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間(連結会計年度)の損失と

して処理(以下「減損処理」という。)しております。

前連結会計年度における減損処理額は257百万円（全額株式）であります。当第３四半期連結累計期間における

減損処理額は97百万円（全額株式）であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価に対して時価が50％以上下落した場合、

また、時価の下落が30％以上50％未満の場合は、過去の時価の水準等を勘案し、「回復する見込みがある」と認

められない場合であります。
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(金銭の信託関係)

該当事項はありません。

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められ

るものはありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「セグメント情報等」注記に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 円 106.71 125.04

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 4,175 4,884

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 4,175 4,884

普通株式の期中平均株式数 千株 39,123 39,057

(2) 潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 99.43 －

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 2 －

うち支払利息(税額相当額控除後) 百万円 2 －

普通株式増加数 千株 2,889 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ
た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

― ―

（注）１．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、自己株式に計上した株式給

付信託（BBT)制度に係る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当行株式（前

第３四半期連結累計期間平均株式数160千株、当第３四半期連結累計期間平均株式数227千株）は、前第３四

半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の期中平均株式数の算出において控除する自己株式に含め

ております。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　



― 23 ―

２ 【その他】

2021年11月26日開催の取締役会において、第118期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 589百万円

１株当たりの中間配当金 15円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年２月７日

株式会社愛媛銀行

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 堀 川 紀 之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 田 修

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社愛

媛銀行の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社愛媛銀行及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

　



当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上

(注) １. 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【会社名】 株式会社愛媛銀行

【英訳名】 The Ehime Bank, Ltd．

【代表者の役職氏名】 頭取 西川 義教

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当行頭取 西川義教は、当行の第118第３四半期（自 2021年10月１日 至 2021年12月31日）の四半期報告書の記

載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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